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【報告事項】

中野区障害者の多様な意思疎通の促進に関する条例の制定について

中野区では平成30年4月に中野区ユニバーサルデザイン推進条例を施行し、全ての人

が、自らの意思により自立して活動し、自己実現できる環境を段階的かつ継続的に整備する

こととしている。このことから、すべての区民が、障害の有無にかかわらず、等しく情報を取得

し、意思疎通を行うことのできる環境を整備しなければならないと考えている。これらを踏まえ

たうえで、障害者の多様な意思疎通手段の普及などを推進するため、中野区障害者の多様

な意思疎通の促進に関する条例についても検討を進めてきた。

令和 2年 3月 23 日に中野区議会第 1回定例会において、この条例が可決され、令和 2

年 4月 1日付で施行するに至った。

------------------------------------------------------------------------------------------------

中野区障害者の多様な意思疎通の促進に関する条例

中野区は、中野区ユニバーサルデザイン推進条例（平成３０年中野区条例第１８号）を制

定し、障害者を含む全ての人がそれぞれの意欲や能力に応じて社会参加するとともに、多様

な生き方、個性や価値観を受け入れることのできる地域社会の実現を目指しています。

そのような地域社会を実現するためには、障害者がそれぞれの障害の特性に応じた意思疎

通手段により情報を取得し、円滑に意思疎通ができる環境づくりを推進していく必要があり

ます。

ここに、障害者が常にその障害の特性に応じた意思疎通手段を適切に選択することができ、

全ての人が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いな

がら安心して暮らせる地域社会を実現するため、この条例を制定します。

（目的）

第１条 この条例は、障害者の多様な意思疎通に対する理解を促進し、意思疎通手段の普

及を図るための基本理念を定め、中野区（以下「区」という。）、区民及び事業者の責務を

明らかにすることにより、全ての人が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら安心して暮らせる地域社会を実現することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
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⑴ 障害者 身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、難病その 他心身の機能の障

害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に

日常生活又は社会生活を営む上で相当な制限を受ける状態にある者をいう。

⑵ 意思疎通手段 手話、要約筆記、点字、筆談、触手話、指点字、音声、絵図、平易な表現、

代筆、代読その他障害者が日常生活又は社会生活を営む上で必要とする意思疎通の

手段をいう。

（基本理念）

第３条 障害者の多様な意思疎通に対する理解の促進及び意思疎通手段の普及は、次に

掲げる事項を基本理念とする。

⑴ 障害者がそれぞれの障害の特性に応じた意思疎通手段を適切に選択することができ、

意思疎通手段により情報を取得し、円滑に意思疎通ができる環境の整備を推進するこ

と。

⑵ 障害の有無にかかわらず、全ての人が相互に人格と個性を尊重する地域社会づくりを

推進すること。

（区の責務）

第４条 区は、前条の基本理念にのっとり、障害者の多様な意思疎通に対する理解の促進及

び意思疎通手段の普及に必要な施策を実施するものとする。

（区民の責務）

第５条 区民は、第３条の基本理念に対する理解を深めるよう努めなければならない。

２ 区民は、前条の規定により区が実施する施策に協力するよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第６条 事業者は、施設、商品及びサービスの提供その他自らの事業を通じて、第３条の基本

理念に対する理解の促進に努めなければならない。

２ 事業者は、第４条の規定により区が実施する施策に協力するよう努めなければならない。

（障害者の多様な意思疎通の促進に係る施策の実施）

第７条 区は、障害者の多様な意思疎通の促進を図るため、次に掲げる事項について必要な

施策を講ずるものとする。

⑴ 障害者の多様な意思疎通に対する理解の促進及び意思疎通手段の普及に関すること。

⑵ 障害者がそれぞれの障害の特性に応じた意思疎通手段を適切に選択することができ

る環境の整備に関すること。

⑶ 障害者の意思疎通を支援する人材の養成に関すること。

⑷ 前３号に掲げるもののほか、この条例の目的を達成するために区長が必要と認める施

策

２ 前項各号に掲げる事項に係る施策の実施における基本的な方針は、障害者基本法（昭

和４５年法律第８４号）第１１条第３項に規定する市町村障害者計画及び障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第８８条第１

項に規定する市町村障害福祉計画に定めるものとする。
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３ 区長は、第１項各号に掲げる事項に係る施策の実施に当たり必要があると認めるときは、

障害者及びその支援者その他関係者の意見を聴取するものとする。

（委任）

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。


